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Ⅰ．はじめに
多くの企業にとって，自社で独自に開発した技術（独自技術）だけではなく，
他社から提供を受けた技術（他社技術）を使用して新たに製品・サービスを開
発し，それらを基に事業を展開することはまれではない。特に，海外の企業か
ら技術供与やノウハウの提供を受け，わが国のみならず海外において事業を展
開する企業も多い。このような場合，当該企業は，提供元と特許権の専用実施
権のライセンス契約を締結したり，技術供与やノウハウの提供に関し秘密保持
契約を結ぶことが一般に行われるが，入手したこれらの技術情報やノウハウが
不正に開示・使用されないよう細心の注意を払う必要がある。
もし，当該技術情報やノウハウが不正に開示・使用され，提供元の企業が損
害を被った場合には，提供元の企業は，提供先の企業に対して，ライセンス契
約または秘密保持契約違反による債務不履行を理由として損害賠償請求を提起
する可能性がある。また，不正に取得・使用した者に対しても，不法行為によ
り損害賠償請求および差止請求の訴訟を提起することが考えられる。さらに，
その訴訟が海外で行われ判決・決定が下された場合，提供元の企業は，わが国
の裁判所で「執行判決」を得るため，民事執行法24条に基づき，わが国の裁
判所に「執行判決を求める訴え」を提起することが考えられる。
どのような場合に外国判決の承認執行がなされるか，特に不法行為における
差止めを命ずる外国判決の承認執行については学説上も諸説あり，長年議論さ
れてきたところであるが，平成26年4月24日，アナスタシア事件（1）において，
最高裁第一小法廷は，外国で権利利益が侵害されるおそれがある場合には，わ
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が国内での侵害行為の差止めを命ずる当該外国の判決が，わが国で執行される
余地があることを示した（2）。
本判決より，外国で権利利益が侵害されるおそれがある場合のみならず，わ
が国内で権利利益が侵害されるおそれがある場合にも，わが国の裁判所におい
て，外国での侵害行為に対する差止請求訴訟を提起することも可能となると考
えられる。本件は，実務上，国際民事訴訟法上のみならず，不正競争防止法上
の営業秘密管理の観点からも極めて重要な意義を有する。
本稿では，アナスタシア事件の最高裁判決を基に，営業秘密の不正な開示・
使用行為の差止めを命じた米国連邦地裁判決のわが国における承認執行につい
て，国際民事訴訟法および不正競争防止法上の営業秘密管理の観点から，実務
的な対策を中心に検討および考察を加えてみたい。
Ⅱ．アナスタシア事件判決
１．事実の概要
（１）上告人X（アナスタシア・ビバリーヒルズ・インク）は，米国カリフォ
ルニア州ロスアンジェルスに本拠を置き，上告人Xの代表者が開発した「X・
テクニカルサービス」（以下「X技術」という）を使用して眉の美容施術を実
施することを業とする米国法人であり，眉の美容においてハリウッド女優らか
ら多大の人気を博し，米国において注目を集めていた。
（２）訴外A（ピアス株式会社）は，化粧品の販売および美容サービスの提供
等を業とするわが国の会社であり，わが国において，X技術等を基礎として訴
外Aが独自に考案・付加した内容を含む一連の技術（以下「A技術」という）
を使用して，眉の美容施術に関する事業（以下「X事業」という）を展開して
いる。
（３）被上告人会社Y3は，日本法により平成18年2月2日に設立された，眉ト
リートメントを扱う美容室等の経営等を目的とする日本法人である。
（４）被上告人Y1およびY2は，訴外Aの元従業員であり，訴外AにおいてX
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事業を担当していた。両被上告人は，平成18年2月2日に，被上告人会社Y3
を設立して訴外Aを退職し，被上告人会社Y3の取締役に就任した。被上告人
Y4，同Y5および同Y6は，訴外Aの元従業員であったが，退職して被上告人
会社Y3の従業員となった者である。
（５）訴外Aは，平成14年ころからX技術をわが国へ導入して営業することを
検討していた。
（６）訴外Aの従業員であった被上告人Y1は，平成15年6月，訴外Aから，他
の従業員とともに上告人Xのカリフォルニア州ロスアンジェルス本社に派遣さ
れ，わが国における事業展開等について意見交換を行った。また，同年8月，
上告人Xの担当者が来日した際，X技術導入のための契約条件等の交渉にも参
加した。
（７）上告人Xは，訴外Aとの間で，平成15年12月23日，わが国におけるX
技術の独占的使用権，上告人X製品の独占的販売権，上告人Xのロゴの独占的
使用権を上告人Xが訴外Aに付与し，対価として一定のロイヤルティを訴外A
が上告人Xに支払う旨の技術導入契約を締結した。
なお，技術導入契約6条は，上告人X施設で研修を受ける訴外Aの技術者2
名とその技術者から研修を受けた従業員が，上告人Xに対し，訴外A退職後に
X技術を使用しない旨の誓約書を差し出すことを，訴外Aに義務付けていた。
（８）訴外Aは，平成16年2月21日，X技術の事業化のため，被上告人Y1を
新規事業開発ディレクターに，同Y2を新規事業開発ディレクター付に任命し，
両被上告人をX事業の責任者とした。被上告人Y1およびY2は，同年4月11日
から同月29日まで，技術導入契約に基づいて，カリフォルニア州ロスアンジェ
ルスにある上告人X施設において，X技術の研修を受けた。なお，被上告人
Y2は，美容技術に関する経験を有していたが，同Y1は，美容技術に関する経
験を有していなかった。
（９）訴外Aは，平成16年5月頃，被上告人Y1から研修の報告と提案を受けて，
X事業を日本国内で展開することを決定した。被上告人Y1および訴外Aの広
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報担当者は，同年7月，X事業のPRのためにカリフォルニア州ロスアンジェ
ルスに出張した。他方，被上告人Y2は，米国における研修後，上告人X施設
で見聞したX技術を基礎に，日本人向けのA技術を開発して完成させるととも
に，X事業のために訴外Aが新たに雇用した美容師の資格を有する者に対し，
A技術の研修を実施した。
（10）訴外Aは，平成16年10月以降，全国の有名百貨店等に眉トリートメント
サロンを順次出店し，平成17年7月には合計6店舗になった。また，訴外Aは，
平成18年1月30日，上告人Xから，X技術を用いたX事業のアジアにおける独
占的実施権を500万米ドルで取得した。
（11）被上告人Y1は平成17年3月29日に，被上告人Y2は同月25日に，それぞ
れ訴外Aに対し，訴外A在職中および訴外A退職後も，訴外Aグループが保有
する個人情報，訴外Aグループの経営や営業などに関する情報，および訴外A
グループの顧客の信用に関する情報などにつき，訴外Aの許可なく，開示，漏
洩または使用しないことを約束する旨の機密保持誓約書を差し入れていた。ま
た，被上告人Y2は，訴外Aにおける新人研修の都度，被上告人Y4，同Y5お
よび同Y6を含む美容師資格を有する施術者から，訴外A退職後はXのブラン
ド名，ロゴ，商標およびA技術を日本国内およびその他の地域で自らの仕事に
関連して使用しないことを誓約する旨の誓約書を提出させていた。なお，上記
誓約書は，被上告人Y1がその書式を起案したものである。
（12）被上告人Y1は，平成18年4月24日に訴外Aを退職し，被上告人Y2は，
同年5月31日に訴外Aから懲戒解雇された。また，被上告人Y6は同年3月31
日頃，被上告人Y4は同年4月30日頃，被上告人Y5は同年12月15日頃，それ
ぞれ訴外Aを退職した。
（13）被上告人Y1およびY2は，訴外A在職中の平成18年2月2日，眉の美容
施術等を目的とする被上告人会社Y3を設立して取締役に就任し，その頃から，
眉トリートメントを実施する営業を開始した。その余の被上告人Yらは，訴外
Aを退職した後，被上告人会社Y3に雇用された。
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（14）被上告人会社Y3は，眉トリートメントサロンを開設したほか，眉トリー
トメント技術を指導する教室を開講した。被上告人Y1およびY2は，被上告人
会社Y3の取締役として，眉トリートメント技術を使用していた。また，被上
告人Y4，同Y5および同Y6は，被上告人会社Y3が経営する眉トリートメント
サロンにおいて，被上告人会社Y3の従業員として，眉トリートメント技術を
使用していた（以下，被上告人Y1ないし同Y6を総称して「被上告人Yら」と
いう）。
（15）上告人Xは，平成19年5月7日，被上告人Yらに対し，本件営業秘密に
当たる「X・テクニカルサービス」と呼ばれる眉トリートメント技術および情
報等を不正使用，開示しているとして，カリフォルニア州民法典3426条に基
づき，共同不法行為を理由とする損害賠償請求および不正使用行為の差止め
を，カリフォルニア州中部地区連邦地方裁判所（以下「米国裁判所」という）
に提起した（3）。
（16）カリフォルニア州民法典は，独立の経済的価値をもたらすものであって，
公然と知られておらず，かつ，その秘密性を維持するために合理的な努力がな
されている情報を「営業秘密」と定義し（4），この営業秘密の不正な取得，開
示または使用を「不正行為」と定義した上（5），①損害賠償に関する規定（同
法3426.3条）のほか，②現実のまたは行われるおそれのある不正行為は，これ
を差し止めることができるとの規定を置いている（6）。
（17）米国裁判所は，平成20年10月8月，米国訴訟につき欠席判決を求める上
告人Xの申立てに対し，被上告人Yらが平成18年2月以降，わが国においてX
技術を不正に開示，使用したことを理由として，被上告人Yらに対し，損害賠
償のほか，日本国内および米国内における本件技術等の不正な開示および使用
の差止めを命ずる旨の判決（以下「本件米国判決」という）をした。
（18）上告人Xは，民事執行法24条に基づいて，懲罰的損害賠償を命じた部分
を除く本件米国判決の執行判決を求める訴えを東京地裁に提起した。第1審（7）
および原審（8）は，被上告人Yらの行為地は日本国内にあるため，これによる
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上告人Xの損害が米国内で発生したことを証明できなければならないところ，
その証明がないことから，本件米国判決のうち賠償命令を命じた部分および差
止めを命じた部分のいずれについても間接管轄を認める余地はないとして，上
告人Xの請求を棄却した。
（19）上告人Xは，原審の判決を不服として上告。
２．判決要旨
判決　破棄差戻し。
（１）「人事に関する訴え以外の訴えにおける間接管轄の有無については，基本
的に我が国の民訴法の定める国際裁判管轄に関する規定に準拠しつつ，個々の
事案における具体的事情に即して，外国裁判所の判決を我が国が承認するのが
適当か否かという観点から，条理に照らして判断すべきものと解するのが相当
である。」（判示1）
（２）「民訴法3条の3第8号の『不法行為に関する訴え』は，民訴法5条9号の
『不法行為に関する訴え』と同じく，民法所定の不法行為に基づく訴えに限ら
れるものではなく，違法行為により権利利益を侵害され，又は侵害されるおそ
れがある者が提起する差止請求に関する訴えを含むものと解される（最高裁平
成…16年4月8日第一小法廷決定・民集58巻4号825頁参照）。そして，このよ
うな差止請求に関する訴えについては，違法行為により権利利益を侵害される
おそれがあるにすぎない者も提起することができる以上は，民訴法3条の3第
8号の『不法行為があった地』は，違法行為が行われるおそれのある地や，権
利利益を侵害されるおそれのある地をも含むものと解するのが相当である。」
（判示2）
（３）「ところで，民訴法3条の3第8号の規定に依拠して我が国の国際裁判管
轄を肯定するためには，不法行為に基づく損害賠償請求訴訟の場合，原則とし
て，被告が日本国内でした行為により原告の権利利益について損害が生じた
か，被告がした行為により原告の権利利益について日本国内で損害が生じたと
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の客観的事実関係が証明されれば足りる（最高裁平成…13年6月8日第二小法
廷判決・民集55巻4号727頁参照）。そして，判決国の間接管轄を肯定するた
めであっても，基本的に民訴法3条の3第8号の規定に準拠する以上は，証明
すべき事項につきこれと別異に解するのは適当でないというべきである。
　そうすると，違法行為により権利利益を侵害され，又は侵害されるおそれが
ある者が提起する差止請求に関する訴えの場合は，現実の損害が生じたことは
必ずしも請求権発生の要件とされていないのであるから，このような訴えの場
合において，民訴法3条の3第8号の『不法行為があった地』が判決国内にあ
るというためには，仮に被告が原告の権利利益を侵害する行為を判決国内では
行っておらず，また原告の権利利益が判決国内では現実に侵害されていないと
しても，被告が原告の権利利益を侵害する行為を判決国内でおこなうおそれが
あるか，原告の権利利益が判決国内で侵害されるおそれがあるとの客観的事実
関係が証明されれば足りるというべきである。」（判示3）
（４）「これを本件についてみると，本件規定は，違法行為により権利利益を侵
害され，又は侵害されるおそれがある者が提起する差止請求についても定めた
ものと解される。そして，本件米国判決が日本国内だけでなく米国内において
もYらの不正行為の差止めを命じていることも併せ考えると，本件の場合，Y
らがXの権利利益を侵害する行為を米国内で行うおそれがあるか，Xの権利利
益が米国内で侵害されるおそれがあるとの客観的事実関係が証明された場合
には，本件米国判決のうち差止めを命じた部分については，民訴法3条の3第
8号に準拠しつつ，条理に照らして間接管轄を認める余地もある。また，そう
であれば，本件米国判決のうち損害賠償を命じた部分についても，民訴法3条
の6に準拠しつつ，条理に照らして間接管轄を認める余地も出てくることにな
る。」（判示4）
（５）「以上と異なり，YらがXの権利利益を侵害する行為を米国内で行うおそ
れの有無等について何ら判断しないまま間接管轄を否定した原審の判断には，
判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反がある。論旨は上記の趣旨とい
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うものとして理由があり，原判決は破棄を免れない。そして，上記の点につい
てはまだ客観的事実関係の立証活動がされていないのであるから，更に審理を
尽くさせるため，本件を原審に差し戻すこととする。」
Ⅲ．外国判決の承認執行
１．間接管轄の有無の判断基準（判示1）
外国判決に基づき，わが国で強制執行する外国判決の執行には，あらかじ
め執行判決という執行許可を得ることが必要である（民事執行法22条6号，
24条）（9）。
民事執行法（以下「民執法」という）24条は，外国裁判所の判決の執行判
決について規定し，原告は，同法24条に基づいて，わが国裁判所に外国判決
の承認執行の訴えを提起することになる。本件も，これに基づき訴訟が提起さ
れた。
また，民事訴訟法（以下「民訴法」という）118条は，わが国の外国判決承
認制度を設けている。同法118条は，①当該判決を下した外国に国際裁判管轄
権が認められること（1号），②敗訴の被告が訴訟開始に必要な送達を受けた，
または応訴したこと（2号），③判決の内容および訴訟手続きがわが国の公序
に反しないこと（3号），④相互の保証があること（4号），の4つの承認要件を
規定し，承認執行のためには，これらを具備することを要する。
特に，①の同条1号所定の「法令又は条約により外国裁判所の裁判権が認め
られること」とは，わが国の国際民事訴訟法の原則からみて，当該外国裁判所
の属する国（以下「判決国」という）が，その事件について国際裁判管轄権（間
接管轄）を有すると積極的に認められることをいう。本件では，主に，この国
際裁判管轄権が争われた。
民訴法は，平成23年改正により，わが国の裁判所が本案審理を行うために
必要な国際裁判管轄権（直接管轄）について，具体的な管轄原因を定める明文
規定（民訴法3条の2以下）を新設したが，間接管轄については具体的な基準
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を示す規定がなく，解釈にゆだねられていた（10）。本件では，この判断基準が
問題とされた。
直接管轄について，平成9年の最高裁判例（11）は，「我が国の民訴法の規定す
る裁判籍のいずれかが我が国内にあるときは，原則として，我が国の裁判所に
提起された訴訟事件につき，被告を我が国の裁判権に服させるのが相当である
が，我が国で裁判を行うことが当事者間の公平，裁判の適正・迅速を期すると
いう理念に反する特段の事情があると認める場合には，我が国の国際裁判管轄
を否定すべきである」という基準を示していた。
上記の平成9年の最高裁判決に引き続き，最高裁は，平成10年のサドワニ事
件判決（12）において，間接管轄の判断基準について，「どのような場合に判決
国が国際裁判管轄を有するかについては，これを直接に規定した法令がなく，
よるべき条約や明確な国際法上の原則もいまだに確立されていないことからす
れば，当事者間の公平，裁判の適正・迅速を帰するという理念により，条理に
従って決定するのが相当である。具体的には，基本的に我が国の民訴法の定め
る土地管轄に関する規定に準拠しつつ，個々の事案における具体的事情に即し
て，当該外国判決を我が国が承認するのが適当か否かという観点から，条理に
照らして判決国に国際裁判管轄が存在するか否かを判断すべきものである。」
と判示した。サドワニ事件判決は，平成9年の最高裁判例の直接管轄に関する
判例法理を基にしたものである。
これらの判例を受けて，平成23年の改正民事訴訟法（13）では，直接管轄に関
して事件類型ごとの管轄原因を定める（民訴法3条の2以下）とともに，「特別
の事情」に基づく訴え却下の規定が新設された（民訴法3条の9）。これにより，
これらの直接管轄に関する規定整備（14）が，間接管轄の有無の判断基準にも影
響を与えるかが問題となっていた（15）。
本件判決は，「土地管轄に関する規定」を「国際裁判管轄に関する規定」に
変更した以外は，サドワニ事件判決の判示と同一であり，基本的にわが国の民
訴法の定める国際裁判管轄に関する規定に準拠しつつ，個々の事案における具
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体的事情に即して，外国裁判所の判決をわが国が承認するのが適当か否かとい
う観点から，条理に照らして判断すべきであるとし，間接管轄も，わが国の直
接管轄に関する基準に準拠することを明らかにした（16）。
学説上は，間接管轄は直接管轄と同一の基準によって決すべきであるとす
る同一基準説（17）と，両者の基準は必ずしも一致する必要がないとする別異基
準説（18）があるが，本判決は，文言解釈上，別異基準説を採ったものと解され
る（19）。
なお，本件判決では，「人事に関する訴え以外の訴え」と，その対象に制限
を加えているが，これは，民訴法により新設された直接管轄の規定が，人事に
関する訴えには適用されないからである（20）。
本件判決で示した間接管轄の判断の枠組みについては，実務上，従前通りの
解釈で問題なく，実務上，大きな訴訟対策の変更または支障等はないであろう。
また，本件判決は従前の枠組みを継承し再確認していることから，外国判決の
承認執行について，ある程度，予見可能性の確保および法的安定性は維持でき
ると考えられる。
２．差止請求に関する訴えと民訴法3条の3第8号の「不法行為に関する訴え」
（判示2）
権利侵害等（営業秘密を含む）を理由とする訴えの中でも，損害賠償請求に
関する訴えについては，国際裁判管轄を判断するにあたり，「不法行為に関す
る訴え」（民訴法3条の3第8号）に含まれ，不法行為地管轄に服すると解され
てきた（21）。一方，差止請求に関する訴えは，国内土地管轄としての「不法行
為に関する訴え」（民訴法5条9号）に該当する（22）が，差止請求に関する訴え
が，国際裁判管轄としての「不法行為に関する訴え」（民訴法3条の3第8号）
に該当するか否かが問われてきた（23）。
これに対し，本件判決では，民訴法3条の3第8号の「不法行為に関する訴え」
は，民訴法5条9号の「不法行為に関する訴え」と同じく，差止請求に関する
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訴えも含むと判示し，民訴法3条の3第8号の「不法行為に関する訴え」には，
差止請求に関する訴えをも含むことを明示した。これは，差止請求についても，
不法行為に関する訴えに該当するとする学説上の多数説を採ったものと思われ
る（24）。
民訴法3条の3第8号が不法行為地管轄として「不法行為があった地」を基
準とする趣旨は，「不法行為があった地には訴訟資料，証拠方法等が所在して
いることが多く，また，不法行為があった地での提訴を認めることが被害者に
とっても便宜である」ためと考えられている（25）。このことからも，差止請求
に関する訴えを排除する必要性はなく，損害賠償請求に関する訴え同様，国際
裁判管轄を判断するにあたり，差止請求に関する訴えも「不法行為に関する訴
え」（民訴法3条の3第8号）に含まれると解するのが自然であろう。
本件判決は，これを明らかにしたものであり，実務上，営業秘密に関する知
的財産権訴訟における外国判決の差止請求は，損害賠償請求とセットとして外
国判決の承認執行を考え，訴訟対策を行う必要があると思われる。
これは，侵害行為を侵した被告にとっては厳しいものであり，現に，被上告
人Yらは，差止請求の執行判決により，少なからず事業に支障をきたしたと推
察される。場合によっては，事業そのものの存続が危ぶまれる事態になること
が予想されるので，わが国企業は，差止請求の執行判決までも視野に入れた訴
訟対策が必要であろう。
３．「不法行為があった地」の意義（判示3）
差止請求に関する訴えについての「不法行為があった地」には，違法行為が
行われた地のみならず，違法行為が行われるおそれのある地や権利利益を侵害
されるおそれのある地も含むか否かという点について，文言上の「不法行為が
あった地」が過去形であることから，予防のための差止請求については不法行
為管轄権が認められないのではないかという疑問が以前からあった（26）。
原審は，被上告人Yらの行為地は米国内ではなく，これによる上告人Xの損
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害が米国内で発生したとの証明もないことを理由に，間接管轄を否定した。し
かし，一方で，わが国における特許権侵害のおそれを具体的に基礎づける事実
が証明された場合には，わが国の国際裁判管轄権を肯定する余地があると判示
した裁判例もある（27）。
この点につき，本件判決は，差止請求に関する訴えについて，違法行為によ
り権利利益に侵害されるおそれがあるにすぎない者も提起することができる以
上は，民訴法3条の3第8号の「不法行為があった地」は，違法行為が行われ
るおそれのある地や，権利利益を侵害されるおそれのある地も含むと判示し，
不法行為管轄を肯定した。すなわち，不法行為による現実の侵害は必ずしも必
要とされず，侵害のおそれがあるだけで国際裁判管轄権を肯定する余地がある
ことを示した。
この理由は，差止請求に関する訴えの法的性質にあり，差止請求は，侵害さ
れるおそれがあるにすぎない者も提起することができることにある。国際裁判
管轄権につき，侵害のおそれのある地を排除すると，差止請求に関する訴えの
趣旨に反し，差止請求の訴えの提起の要件と，国際裁判管轄における差止請求
の効果の整合性の点からも問題が生じることになるからであると考えられる。
また，民訴法3条の3第8号の「不法行為があった地」には，加害行為が行
われた地（加害行為地）と，加害行為の結果が発生した地（結果発生地）の双
方が含まれるため，違法行為が行われるおそれのある地や，権利利益を侵害さ
れるおそれのある地も含むと解することができる。ただし，侵害されるおそれ
のある地については，その国内における権利利益の侵害のおそれが通常予見で
きる場合に限られる（28）。
実務上，本件の「不法行為があった地」の意義は，極めて大きな意味を持つ
ものである。わが国企業が有する営業秘密等が海外へ適法に持ち出されたとし
ても，当該営業秘密等によって違法に製造された製品がわが国に輸出されるよ
うな場合，わが国企業は，わが国裁判所に輸入等の差止請求を提起することに
なるであろう。
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「不法行為があった地」を，現実に違法行為が行われた地や，権利利益が侵
害された地に限定し，違法行為が行われるおそれのある地や，権利利益を侵害
されるおそれのある地を排除すると，わが国企業が主張する輸入等の差止請求
は認められなくなる可能性が大きくなる。こうなると，わが国は，法的には適
法として，みすみす違法な製品を外国から輸入せざるをえなくなるという極め
て不公正かつ不合理な結果をもたらすことになる。このような状況を回避する
ためにも，本件判決の「不法行為があった地」の解釈は，実務上，極めて重要
であると言わざるをえない。
４．「不法行為があった地」の証明の範囲および程度（判示4）
不法行為に関する訴えの間接管轄の有無を判断するためには，管轄原因事実
である不法行為の要件事実のうち，i） 何について（要件事実の全部かまたは
一部か），ii） どの程度の証明を要するか（証明を要さないか，一応の証明で足
りるか，証明を要するか）が問われ，学説上も，これについて，①管轄原因仮
定説，②一応の証明必要説，③客観的要件証明説，④管轄原因証明必要説，の
各説に見解が分かれている（29）。
この点，直接管轄について過去の判例をみると，平成13年の最高裁判決で
あるウルトラマン事件判決（30）では，「我が国に住所等を有しない被告に対し
提起された不法行為に基づく損害賠償請求訴訟につき，民訴法の不法行為地の
裁判籍の規定…に依拠して我が国の裁判所の国際裁判管轄を肯定するために
は，原則として，被告が我が国においてした行為により原告の法益について損
害が生じたとの客観的事実関係が証明されれば足りる」と判示し，上記③の客
観的要件証明説に即した判決を下した（31）。
間接管轄についても，直接管轄同様，基本的に上記4つの説に分かれるが，
本件判決は，間接管轄を判断する場合にも，上記③の客観的要件証明説を採り，
事案に即して，被告が原告の権利利益を侵害する行為を判決国内で行うおそれ
があるか，原告の権利利益が判決国内で侵害されるおそれがあるとの客観的事
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実関係が証明されれば足りるものと判示した。
間接管轄における客観的要件証明説は，直接管轄同様，管轄原因事実のうち，
不法行為と主張されている行為，またはそれに基づく損害発生の事実について
の証明で足り，違法性や故意過失については証明を要しないが，証明の程度は
一応の証明ではなく，通常の証明を要するとする考え方を基本にしている。
間接管轄では，民執法24条2項が，「執行判決は，裁判の当否を調査しない
でしなければならない」と規定し，わが国における実質的再審査の禁止を定め
ているが，客観的要件証明説は，客観的要件の審査にとどまる限りにおいては，
実質的再審査の禁止に抵触しないと考えられている（32）。
実質的再審査の禁止については，外国判決を承認するか否かの審査の際に，
外国裁判所の事実認定や法適用について外国判決が間違っていないかどうかを
チェックすることを禁止するという原則であるが，具体的に何が実質的再審査
にあたるかは容易に判断できない（33）。
客観的事実関係の証明の容易さからすれば，原告にとって何の立証も要しな
い①の管轄原因仮定説が最も好ましいが，被告の立場からすれば，④の管轄原
因証明必要説によって，原告に高いハードルを与える方が有利である。本件判
決は，③の客観的要件証明説を採ることにより，一定のバランスを取ったよう
にも見える。実務上は，権利利益を侵害する行為を判決国内で行うおそれのあ
る不法行為とされる行為，またはそれに基づく損害発生の事実の証明は，一応
の証明ではなく通常の証明を要するので，これらの客観的事実関係においては
十分な立証を行う必要がある。訴訟実務上，これは当然予見できるものなので，
企業の訴訟対策に大きな変更を与えるものではないと思われる。
Ⅳ．営業秘密管理
本件は，米国カリフォルニア州法上の営業秘密について，日本国内および米
国内での不正な開示・使用行為の差止めを認めた米国判決のわが国における執
行承認が争点となった事案である。本件判決により，今後，外国で権利侵害結
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果の発生のおそれがある場合，わが国内における侵害行為の差止めを命ずる外
国判決がわが国で執行される余地がでてくることになろう。
本件判決は，国際民事訴訟法上，重要な意義をもつものであるが，営業秘密
の管理体制およびそれに基づいた事業戦略および訴訟対策という観点からも，
実務上，極めて重要な意味を持つものである。ここでは，外国企業から営業秘
密を開示されたわが国企業の営業秘密管理体制の実務上の観点から，本件を検
討することとする。
１．米国での訴訟－欠席判決
上告人Xは，米国裁判所に訴訟を提起したが，米国裁判所は，平成20年10
月8月，米国訴訟につき欠席判決を求める上告人Xの申立てに対し，被上告人
Yらが，平成18年2月以降，わが国においてX技術を不正に開示，使用したこ
とを理由として，被上告人Yらに対し，損害賠償のほか，日本国内および米国
内におけるX技術等の不正な開示および使用の差止めを命ずる旨の判決を下し
た。すなわち，被上告人Yらは米国裁判所において自らの主張・立証すること
なく，欠席判決により，上告人Xの主張が全面的に認められたことになる。
中小企業または小規模企業であっても，外国企業から突然訴えられるという
ケースはまれではない。海外との取引がなくても，知的財産権侵害で訴えられ
るケースは少なくない。特に，外国での裁判には，どの企業も多大な労力・時
間と金銭の支出を強いられることになる。しかし，だからといって出廷せず何
ら主張・立証をしないと本件のように欠席判決を受け，原告側の主張が全面的
に認められてしまうことになる。訴状が送達されてきた場合，答弁書を出さず
に期日に欠席すると，原告の主張する内容どおりの欠席判決を受ける可能性が
高いことを肝に銘ずべきである。
米国裁判所に出廷する場合，通常は「異議を留めぬ出廷」（34）となるが，裁
判管轄に関して異議ある場合には，管轄権に関する問題を提起するため「限
定的出廷」（35）をすべきである。「異議を留めぬ出廷」と異なり，「限定的出廷」
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は裁判管轄に同意があったとはみなされず，裁判所において管轄に関する審議
がなされることになる。ちなみに，カリフォルニア州のロングアーム法は，自
州の裁判所に対して，州が合衆国憲法上管轄権を行使することができるすべ
ての人または財産に対する権限を与えている（36）。憲法上の制限とは，具体的
には修正14条のDue Process条項（37）であり，主に最小限の接触（minimum 
contact）と公正さ（fairness）の検討となる。
いずれにせよ，外国から訴状が送達されたら，それを放置せず，ただちに内
容を確認すべきであろう。なお，わが国と異なり，米国では裁判所が訴状を送
達することはなく，原告が被告に訴状を直接送達（service of process）するこ
とに注意すべきである（38）。
２．営業秘密の該当性－異なる外国法の定義
営業秘密に該当するかどうかの判断は国によって異なる。わが国の不正競争
防止法では，①秘密として管理されていること（秘密管理性），②事業活動に
有用な技術上または営業上の情報であること（有用性），および③公然と知ら
れていないこと（非公知性），の3つの要件が必要である（39）。
一方，米国には，1979年に作成されたモデル法である統一営業秘密法（40）お
よび1993年に策定されたコモン・ローの集大成である第三次不正競争リステ
イトメント（41）があり，カリフォルニア州ではこれらに準拠して州法を規定し
ている。カリフォルニア州民法典では，①独立の経済的価値をもたらすもので
あって（独立した経済的価値），②公然と知られておらず（非公知性），かつ，
③その秘密性を維持するために合理的な努力がなされている（秘密管理性）情
報を「営業秘密」と定義している（42）。このようにわが国と類似の定義を置い
ているが，完全に一致するものではない。営業秘密の定義は，国または州に
よって異なることに注意すべきである。
実際，本件とは別に，訴外Aは，被上告人Yらに対し，X技術を基礎として
訴外Aが独自に考案・付加した内容を含むA技術を，被上告人Yらが退職後使
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用しないとの誓約に違反して不正に使用しているなどと主張して，A技術の使
用差止めおよび損害賠償を求める訴訟を大阪地方裁判所に提起した（43）。大阪
地裁は，平成21年4月14日，同訴訟につき，被上告人Y1らに対するA技術の
使用差止めおよび損害賠償請求の一部を認容する旨の判決を言い渡したが，被
上告人Y1らはこれを不服とし控訴した（44）。
大阪高裁は，平成22年2月24日，A技術は上告人Xのステンシル（眉型）を
日本人の骨格に合わせて美しく施術することに焦点を当てて理解すべき一連の
技術と認められるが，被上告人Yらが上告人Xのステンシル（眉型）を使用し
ていないことなどからA技術を使用していないと判断し，訴外Aの請求をいず
れも棄却した。訴外Aは，同判決を不服として上告の提起および上告受理を申
立てたが（45），最高裁判所は，同年7月15日，上告棄却判決および上告審とし
て上告を受理しない旨の決定をした。このように，わが国では営業秘密に関し
異なった判断がなされた。
本件では，被上告人Yらが，米国裁判所で自らの主張・立証をしなかったこ
とから欠席判決を受けたため，単純に比較することはできないが，営業秘密に
関しては，国によってその定義・解釈が異なるので，わが国で営業秘密に該当
しない場合であっても，外国企業が営業秘密として管理している情報は，わが
国内においても厳に秘密として管理すべきであろう。
また，本件のような執行判決を求める訴訟の場合，わが国裁判所は，外国裁
判所で受けた判決内容，すなわち営業秘密であるかどうかの再審理はしないこ
とにも注意すべきである（46）。
３．他社から提供を受けた営業秘密の管理
営業秘密には，自社固有の営業秘密と他社から開示を受けた営業秘密がある
が，秘密管理上これらは性質を異にする。すなわち，これら営業秘密がいった
ん不正に開示・使用が行われた場合，他社から開示を受けた営業秘密に関して
は，開示元である他社から訴訟を提起されるおそれが大きい。しかしながら，
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多くの企業ではこれらを意識することなく，単に，営業秘密として一律に扱っ
ていることが少なくない。
本件では，訴外Aは上告人Xから秘密情報の開示を受け，技術導入契約を締
結した。本契約によると，準拠法はカリフォルニア州法でハワイ州での仲裁に
よるとされていた。仲裁は一般に非公開であり，本件判決からも，上告人Xと
訴外Aとの間で，どのような仲裁による解決が行われたかどうかは明らかでは
ないが，一般に，いったん営業秘密が不正に開示・使用されたとなると，開示
元である外国企業は，開示先であるわが国企業に，営業秘密に関する損害賠償
請求訴訟を提起することになろう。このように，他社から開示を受けた情報の
不正開示・使用には開示元からの訴訟リスクが存在するため，情報漏洩リスク
の大きさにより，管理上，自社固有の営業秘密と区別し，その取扱いには十分
注意すべきである。
さらに，これら営業秘密を秘密として管理するためには，自社内にどのよう
な秘密情報があるのか，そのうち他社から開示された情報は何なのか，それら
の開示の条件はどのような条件があるのか，また，どの部署で秘密情報の内容
が開示されているのか等を，従業員等に対して明確にしておかなければならな
い。少なくとも，営業秘密の管理は各部署に任せるのではなく，全社的・統一
的な一元管理が望まれ，自社で扱っている営業秘密が何であるか，また，どの
ような管理をすべきものなのか等を従業員等に周知徹底させる努力が必要であ
る（47）。
４．契約内容と担当者への秘密情報の内容の周知
一般に，営業秘密の開示先と開示元との間で，営業秘密の開示・取得に関し
て秘密保持契約を締結する。しかしながら，他社から開示された営業秘密の内
容を使用して業務を遂行する関係者（アクセス権者）に，営業秘密および秘密
保持契約の内容を詳しく説明し，その遵守を周知徹底させている企業は多く
はない。企業法務担当者も契約締結の交渉やその内容の吟味には力を注ぐが，
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いったん契約書が締結された後，自社内でそれを周知徹底させることについて
は現場に任せ，現場の担当者もスタッフに対し，十分な教育・指導を行うこと
に消極的である企業が多くみられる。
本件では，技術導入契約の中で，上告人Xに対し，訴外A退職後にX技術を
使用しない旨の誓約書を差し出すことを，訴外Aに義務付けていた。
また，被上告人Y1および同Y2は，それぞれ訴外Aに対し，訴外A在職中お
よび訴外A退職後も，訴外Aグループが保有する個人情報，訴外Aグループの
経営や営業などに関する情報，訴外Aグループの顧客の信用に関する情報など
につき，訴外Aの許可なく，開示，漏洩または使用しないことを約束する旨の
機密保持誓約書を差し入れていた。
さらに，被上告人Y2は，訴外Aにおける新人研修の都度，被上告人Y4，同
Y5および同Y6を含む美容師資格を有する施術者から，訴外A退職後は上告人
Xのブランド名，ロゴ，商標およびA技術を日本国内およびその他の地域で自
らの仕事に関連して使用しないことを誓約する旨の誓約書を提出させていた。
このように，訴外Aは，上告人Xの営業秘密の管理に誓約書を提出させる等，
一定の努力をしていたことがうかがえる。また，被上告人Yらも，これらに署
名していたことを思えば，被上告人Yらは，営業秘密の管理に関してある程度
の知識と理解を持っていたと考えられる。しかしながら，被上告人Yらが，こ
れら秘密情報を不正に開示・使用するという結果になったことを思えば，これ
らの誓約書も形式的なものにとどまり，実質的には無力であったのではないだ
ろうか（48）。
本件において，特に考慮すべき点は，当該誓約書は，被上告人Y1がその書
式を起案したものにもかかわらず，被上告人Y1本人が，営業秘密の不正取得・
使用に問われた点である。被上告人Y1が，X事業にかかるX技術を秘密情報
として，どの程度認識していたかが問題である。
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５．社内教育・研修と営業秘密侵害罪
人的管理で最も効果があるのが，営業秘密に関する教育・研修であろう（49）。
アクセス権者に対し，自身が扱う営業秘密の価値および秘密を保持することの
重要性について，正しく認識するように社内で教育することが重要である。特
に，営業秘密に対する無知からくる営業秘密漏洩事件に対しては，社内教育・
研修は最も効果があると思われる。
社内教育・研修のポイントは，①何が営業秘密に該当するのか，②自社の営
業秘密管理体制，③営業秘密が不正取得・使用された場合の具体的な影響，④
従業員等に対する懲戒，および⑤営業秘密侵害罪の説明，等である。特に，③
については，具体的な実例を挙げ，⑤については，個人に対して刑事責任が追
及されることを強調すべきである（50）。
従業員等に対し，これらの教育・研修の参加を義務付けることは，関連文書
等の配布，社内セミナー等の実施はもちろんだが，画一的・形式的な教育だけ
でなく，部署や職務ごとのワークショップやディスカッションも効果が大き
い。人に特定の問題を認識・理解させるには，自分の口で言わせたり書かせた
りするアウトプットが必要である。
企業における教育・研修は，不正行為を行う危険な対象として従業員等をみ
るのではなく，このような不正行為から従業員等を守るという観点からの研修
が必要である。特に，本件のように，被上告人Yらは，米国企業である上告人
Xからだけでなく，元勤務先の訴外Aからも訴訟を提起され，多大な労力およ
び時間・金銭を費やしたことを思えば，このようなリスクを犯してまでも営業
秘密を不正に開示および使用することのリスクの大きさを，十分に従業員等に
周知させることが必要である。
人は，不正取得することにより得られる目先の利益に目がくらみ，不正取得
することにより将来受けるであろう不利益を過少評価するきらいがある（これ
を「現在思考バイアス」という）（51）。社内教育・研修では，これを従業員等
に十分に認識させるべきである（52）。
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Ⅴ．企業法務の課題
前節まで，国際民事訴訟としての外国判決の承認執行と，営業秘密管理の観
点からアナスタシア事件を検証したが，ここでは，この事件を教訓として企業
法務の課題について整理しておきたい。
1．スピンアウト対策
多くの企業は優秀な従業員のスピンアウトに頭を悩ましている。企業のリ
ソースや多大な労力・コストを使って，せっかく優秀な従業員を育てても，あ
る日突然，退職願いを提出されることはまれではない。従業員が退職の意思を
固めた後であれば，いくら遺留をしてもその努力は徒労に帰すことが多いのが
現状である。
このような従業員の突然の退職の理由は種々様々であるが，多いのが会社や
職場に対する不満や失望である。特に潜在的に多いのが職場における人間関係
に起因するものである。本件における被上告人Yらの退職理由については，本
件判決からは何も得られないが，被上告人Yらが訴外Aを退職し，新たに会社
を設立した事実からすると，被上告人Yらは新しい新天地でのビジネスを希望
したと推察される。
従業員のスピンアウト対策は一義的には人事案件であるが，企業法務として
もスピンアウトした従業員の営業秘密の不正取得・使用の観点から注意を要す
る事項の一つである。特に，特殊な技術を持つ従業員のスピンアウトに対して
は，日ごろから営業秘密管理に関する教育研修を十分に行い，不正取得・使用
した場合には，民事上だけでなく刑事上の訴追までも考慮することを理解させ
なければならない（53）。
また，退職時には，形式的に秘密保持誓約書等に署名させるだけでなく，退
職者に十分な説明をし，内容を理解させた上で署名させ，そのコピーを一部保
持させなくてはならない。こうすることにより，退職者は，営業秘密管理の重
要性を改めて理解することができる。
550
－135 （     ）－
なお，退職時に競業避止義務を一定期間求めることがあるが，合理的な期限
を定めない競業避止義務の強要は，憲法に保障する職業選択の自由に抵触する
おそれがあり，限定的にしか有効にならないので注意が必要である（54）。
　
2．技術情報のデータベース化
営業秘密の中でも，製造業の企業にとって死活問題となるのが技術情報であ
ろう。大手の企業では，技術情報をデータベース化し，一括管理することによ
り，どのような技術情報を保持しているのか，どのような管理が必要とされる
のか，またアクセス権者は誰なのか，等を明確にし，個々の技術情報ごとに厳
格な管理を行っているところがある。また，当該企業が独自に開発した技術情
報なのか，他社から提供を受けた技術情報なのかを明確にし，さらに特許情報
と営業秘密情報に分け，それぞれ管理を行っている。
これらの技術情報データベースは，パスワード化・暗号化する等，不正にア
クセスできないよう，その取扱いに十分気をつけなければならないが，アクセ
ス権者ごとにアクセス権を設定し，必要な者だけに必要な情報を提供するよう
なシステムにしておく必要がある。また，定期的に監査し監査証跡を残すため
には，全社的なモニタリング体制が必要であるが，情報には個人情報も含まれ
る可能性もあるので，モニタリングは法務部門の監視の下で人事部門のスタッ
フが行えるような体制または独立した委員会形式のものが望ましい。
3．秘密保持契約の内容の開示
他社から技術情報を含む営業秘密を開示された場合，他社との間で秘密保持
契約を締結するが，この内容を当該営業秘密のアクセス権者に開示し，十分な
理解をさせる必要がある。しかしながら，多くの企業では，秘密保持契約を締
結しても，その内容をアクセス権者に周知徹底させるところまで行っている企
業は多いとは言えない。あくまで営業秘密を営業秘密として管理するのは現場
のアクセス権者であることから，他社との秘密保持契約の内容の理解は必須不
551
－136 （     ）－
可欠なものといえる。
また，他社と締結した秘密保持契約の対象となる営業秘密を具体的に秘密保
持契約書の別紙に記載することも必要である。これにより，他社から開示を受
けた営業秘密の具体的内容をデータベースに入力することができ，現場のアク
セス権者に営業秘密として管理すべき対象を明確にすることができる。
全社的な営業秘密に関する管理は，社内的な管理体制と情報システムが必要
であるので，全社的な組織作りを行う必要がある。これに関しては，経済産業
省の「営業秘密管理指針」（平成25年8月16日最終改訂）（55）および「技術流出
防止指針」（平成15年3月14日）（56）が参考になるであろう。
4．訴訟対策
営業秘密の管理は完璧なものは望めない。どのような対策を施しても営業秘
密の不正取得・使用の問題は必ず起こりうる問題である。これに対し，企業法
務は，常時，訴訟対策を準備しておかなければならない。営業秘密の不正取得・
使用は，その立証が極めて困難であるので，日ごろから，その詳細は不明であ
るとしても，できる限り退職者のその後の動向を追跡しモニタリングしなけれ
ばならない。
例えば，本件のように退職者が元勤務先と競業する事業を始めたならば，そ
の事業内容やその事業に使用されている技術情報等の営業秘密を調べる必要が
ある。もし，必要な許諾を得ることをせず，元勤務先の営業秘密を使用した事
業を展開しているとなれば，その証拠を入手し，場合によっては法的な手続
きを行う必要があろう。本件では，訴外Aは，上告人Xとは別に，被上告人Y
らに対して訴訟を提起した（57）。結果は，被上告人Yらが使用している技術は，
訴外Aの営業秘密ではないと大阪高裁は判示したが，訴訟に踏み切ることも選
択肢としてあり得る。
また，他社からの営業秘密の漏洩に対しては，他社から損害賠償を請求され
ることが十分考えられるので，万一の場合も考えて，契約書等により有事の際
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の損害賠償の範囲や手続き等を具体的に明記する必要がある。本件では，契約
書において，準拠法をカリフォルニア州法とし，ハワイ州での仲裁によるとさ
れていた。本件判決からは，当該仲裁の内容は明らかにされていないが，一般
的に，提供先の債務不履行および過失責任が問われることになる。問題は，そ
の賠償額で，提供元の損害をどの程度評価するかがポイントとなる。企業法務
は，営業秘密の開示を受けたときのロイヤリティ等から，ある程度その損害額
をあらかじめ計算しておくことが必要であり，できたら損害賠償額の上限を契
約書に明記しておくことが望まれる。
5．外国判決の承認執行
本件判決で，外国で権利利益が侵害されるおそれがある場合には，日本国内
での侵害行為の差止めを命ずる外国の判決が，差止請求も含めて，わが国で執
行される余地があることが明らかになった。裏を返せば，これは，実務上，外
国で権利利益が侵害されるおそれがある場合のみならず，わが国内で権利利益
が侵害されるおそれがある場合にも，わが国の裁判所において，外国での侵害
行為に対する差止請求訴訟を提起することも可能となる。これは，海外で事業
を展開する上でも大きな意義があるものである。
本稿執筆中も，営業秘密不正取得にかかる新日鐵住金対ポスコ事件（58）が東
京地裁において係争中であるが，本判決でも韓国国内での承認執行の問題が提
起される可能性があるので，国際的にも注目されるところである。
Ⅵ．結びにかえて
本稿執筆中，経済産業省は不正競争防止法の改正に向けて準備を進めてい
る。早ければ，平成27年度の通常国会に改正不正競争防止法案が提出される
予定である（59）。
今回の改正では，企業の営業秘密が漏洩され民事訴訟になった場合，主要事
実の立証責任を原告から被告に転換することが盛り込まれている。従前は原告
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が営業秘密を不正取得・使用されたことを立証していたが，今後は被告が営業
秘密を不正取得・使用していないことを立証しなければならなくなる。
また，被告が営業秘密を不正取得・使用したと認識してから3年で原告によ
る差止請求権が時効となっていたが，この時効を撤廃する。さらに，侵害が発
覚しなくても10年で請求権が消滅する除斥の期限も撤廃することも検討され
ている。このように，改正不正競争防止法は，被告にとって厳しい内容となる
予定である。
従業員または元従業員等の営業秘密不正取得・使用行為は，いくら法的な規
制を強化しようとも根絶することは難しい。逆に，競争が激化すればするほど，
営業秘密不正取得・使用行為が多発することが予想される。
本件判決により，今後，外国で権利侵害結果の発生のおそれがある場合，日
本国内における侵害行為の差止めを命ずる外国判決が，わが国で執行されるこ
とが多くなることが予想される。これを機会に，各企業は今一度，改正不正競
争防止法案も視野に入れた自社内の営業秘密管理体制を見直し強化する必要が
あろう。
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（脚注）
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（注1）東京地判平成22・4・15判時2101号67頁，東京高判平成23・5・11裁判所HP，最一判
平成26・4・24判時2221号35頁。
（注2）最一判平成26・4・24判時2221号35頁。
（注3）米国訴訟：米国裁判所2008年CV07-3008-GHK（AJWx）号事件。
（注4）カリフォルニア州民法典3426.1条（d）項。
（注5）前掲注（4） 3426.1条（b）項。
（注6）前掲注（4） 3426.2条（a）項。
（注7）東京地判平成22・4・15判時2101号67頁。第1審の判例評釈として，横溝大「批判」リマー
クス44号138頁，長谷川俊明「批判」際商39巻3号354頁，足達栄司「批判」ジュリ1440号
317頁がある。
（注8）東京高判平成23・5・11裁判所HP。原審の判例評釈として，渡辺惺之「批判」JCA59
巻7号25頁，同59巻8号14頁がある。
（注9）中西康=北澤安紀=横溝大=林貴美『国際私法』（有斐閣，2014年）181頁。
（注10）高杉直「日本国内での侵害行為の差止めを命じた外国判決の日本での執行－最一判平
成26年4月24日」NBL1032号18頁。
（注11）最三判平成9・11・11民集51巻10号4055頁。
（注12）最三判平成10・4・28判時1693号19頁（民集52・3・853）。
（注13）「民事訴訟法及び民事保全法の一部を改正する法律」（平成23年法律第36号，平成24
年4月1日施行）。
（注14）直接管轄の有無については，最二判昭和56・10・16判時1020号9頁（民集35巻7号
1224頁），最三判平成9・11・11判時1626号74頁（民集51巻10号4055頁）により，基本的
には民訴法の国内管轄に関する規定に依拠しつつ，各事件における個別の事情を考慮して
「特段の事情」がある場合には，わが国の管轄権を否定するという枠組みにより判断されて
きた。
（注15）高杉・前掲注（10） 21頁。
（注16）高杉・前掲注（10） 21頁。サドワニ事件の間接管轄の有無の判断基準の理解について，
学説上は，直接管轄と同一基準であると理解する説（同一基準説）と，直接管轄の基準に準
拠するが必ずしも同一であることまでは要しないと理解する説（別異基準説）との対立があ
る（長田真里「我が国における外国判決の承認執行」日本国際経済法学会編『国際経済法講
座Ⅱ―取引・財産・手続』（法律文化社，2012年）219頁）。
（注17）道垣内正人「批判」ジュリ208号14頁など。
（注18）多田望「批判」別ジュリ210号219頁，安達栄司「批判」ジュリ1440号318頁，木棚
照一「知的財産権侵害訴訟に関する国際裁判管轄権」特許研究53号37頁，長田真理「我が
国における外国判決の承認執行」日本国際経済法学会編『国際経済法講座Ⅱ』（法律文化社，
2012年）228頁など。
（注19）最一判平成26・4・24判時2221号36頁（解説）。
（注20）平成23年改正法附則5条。人事に関する訴えについて，現在，法制審議会国際裁判管
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轄法制（人事訴訟事件及び家事事件関係）部会において，人事・家事事件の国際裁判管轄規
定の整備に向けた作業が行われており，その作業の中で外国裁判の承認執行の問題も扱われ
ている（高杉・前掲注（10） 22頁）。
（注21）佐野寛「不法行為地の管轄権」高桑昭＝道垣内正人編『新裁判実務大系3　国際民事
訴訟法（財産法関係）』（青林書院，2002年）93頁，申美穂「知的財産権侵害訴訟に関する
国際裁判管轄について（一）」法学論叢155巻2号40頁，清水節「特許侵害訴訟における国
際裁判管轄」L&T50号48頁，申美穂「批判」特許研究52号49頁など。
（注22）最一決平成16・4・8判時1860号62頁（民集58巻4号825号）（ミーリングチャック事件）。
ミーリングチャック事件は，国内土地管轄が問題となった事案で，不正競争防止法3条1項
に基づく差止請求が不法行為地管轄に服すると判示した。
（注23）最一決平成14・9・26判時1802号19頁（民集56巻7号1551号）（カードリーダー事件）。
カードリーダー事件は，準拠法が問題となった事案で，特許権侵害を理由とする損害賠償請
求の法律関係は不法行為であるが，同侵害を理由とする差止請求の法律関係の性質は不法行
為ではないと判示した。ただし，本判決は，あくまでも準拠法を選択するに際して判示した
ものであり，国際裁判管轄を判断するための法則とは別であるとする見解がある（池原季雄
「国際的裁判管轄」鈴木忠一＝三ケ月章監修『新・実務民事訴訟講座7国際民事訴訟・会社
訴訟』（日本評論社，1982年）6頁，申美穂「知的財産権侵害訴訟に関する国際裁判管轄に
ついて（1）」法学論叢155巻2号41頁）。
（注24）学説上，多数説としては，差止請求に関する訴えの国際裁判管轄は，不法行為地管轄
に服するとする（野村秀敏「不正競争行為差止請求訴訟の土地管轄と国際裁判管轄」判タ
1062号115頁，佐野・前掲注（21） 94頁，樋爪誠「批判」ジュリ1244号301頁，申・前掲注
（23） 41頁，的場朝子「批判」ジュリ1334号261頁，多田望「不法行為地管轄」国際私法年
報10号52頁，清水・前掲注（21） 48頁，道垣内正人「批判」L&T50号83頁など）。一方，
少数説として，物件や知的財産権などの権利の効力（強行的適用法規）として認められるも
ので，不法行為に関する訴えには該当しないという説もある（横溝大「批判」ジュリ1417
号174頁）。
（注25）佐藤達文＝小林康彦編『一問一答平成23年民事訴訟法等改正』（商事法務，2012年）
68頁。
（注26）「おそれ」のみで不法行為地管轄が発生することに対して，否定的な見解としては，
長田真理「批判」リマークス43号145頁などがあり，肯定的な見解としては，多田・前掲注
（24） 54頁などがある。
（注27）大阪地判平成21・11・26。大阪地裁は，結論としては，「おそれ」を具体的に基礎づ
ける事実の証明がないとして，国際裁判管轄権を否定した。
（注28）民訴法3条の3第8号かっこ書き。
（注29）学説上は，直接管轄の場合には，①管轄原因仮定説（原告の主張する管轄原因事実が
存在するものと仮定して，立証を要さずに直接管轄を肯定する見解），②一応の証明必要説
（管轄原因事実の全部についての証明を要するが，その証明の程度は「一応の証明」で足り
るものとする見解），③客観的要件証明説（管轄原因事実のうち，不法行為と主張されてい
る行為，またはそれに基づく損害発生の事実についての証明で足り，違法性や故意過失につ
いては証明を要しないが，証明の程度は，一応の証明ではなく，通常の証明を要するとする
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見解），④管轄原因証明必要説（管轄原因事実の全部についての証明を要し，かつ，その程
度は，一応の証明ではなく，通常の証明を要するとする見解），がある。間接管轄についても，
上記の学説とほぼ同じである。
（注30）最二判平成13・6・8判時1756号55頁（民集55巻4号727頁）。
（注31）ウルトラマン事件判決は，行為地について述べたものである。
（注32）中西康「外国判決の承認執行におけるrévision au fondの禁止について（4）」法学論
叢136巻1号9頁，渡辺惺之「批判」JCA59巻8号17頁，東京地判平成17・8・31公刊物未掲載。
最一判平成26・4・24判時2221号39頁（解説）。
（注33）実質的再審査の禁止に違反したとされる裁判例として，東京地判平成3・2・18があり，
懲罰的損害賠償を命じるカリフォルニア州判決は，民訴法118条3号の公序違反であるとし，
承認執行を否定した。
（注34）General Appearance. 裁判管轄権の有無につき異議を挟まず，本人または本人の代理
人が出廷すること。
（注35）Special Appearance.裁判管轄権を争うことに限定して出廷すること。
（注36）カリフォルニア州民事訴訟法典§410-10。California Code Civil Procedure § 
410.10 （2005） :§ 410.10. Jurisdiction exercisable : A court of this state may exercise 
jurisdiction on any basis not inconsistent with the Constitution of this state or of the 
United States.
（注37）http://www.law.cornell.edu/constitution/amendmentxiv （2014年12月4日アクセス）。
（注38）高田寛「営業秘密の不正な開示・使用行為の差止めを命じた米国連邦地裁判決の日本
における承認執行をめぐる争い（実務的対策を中心に）」NBL1037号92頁。
（注39）不正競争防止法2条6項。
（注40）Uniform Trade Secret Act.
　http://homepages.law.asu.edu/~dkarjala/Copyright/UniformTradeSecretsAct（1985）. pdf
（2014年12月4日アクセス）。
（注41）Restatement of the Law Third, Unfair Competition 1993.
　http://is.muni.cz/th/169953/pravf_m/Extract_III.pdf（2014年12月4日アクセス）。
（注42）前掲注（4） 3426.1条（d）項。
（注43）大阪地判平成21年4月14日（平成18年（ワ）第7097号）および同裁判所平成19年（ワ）
第9122号。
（注44）大阪高判平成22年2月24日（平成21年（ネ）第1456号）。
（注45）最高裁平成22年（オ）第866号，同年（受）第1069号。
（注46）高田・前掲注（38） 92頁。
（注47）高田・前掲注（38） 93頁。
（注48）高田・前掲注（38） 93頁。
（注49）高田寛「企業における技術情報の漏洩とその防止策－人的管理を中心に－」富大経済
論集59巻2号（2013年）151頁。
（注50）高田・前掲注（49） 149 ～ 151頁。
（注51）立石孝夫「商取引の法対心理学Ⅱ（下）」JCA59巻9号44頁，高田寛「企業における
営業秘密の管理はどうあるべきか－秘密管理性を中心に－」ビジネスロー・ジャーナル66
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号117頁。
（注52）高田・前掲注（38） 94頁。
（注53）高田・前掲注（49） 149頁。
（注54）高田・前掲注（49） 147頁，苗村博子「営業秘密侵害事件の侵害事実の立証，秘密管理
性の程度－技術流出にどう対処するか－」知財管理62巻10号（2012年）1454頁。
（注55）http://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/111216hontai.pdf（2014
年12月4日アクセス）。2014年11月10日，経済産業省から「営業秘密管理指針（全部改
訂案）」が公表された。
（注56）http://www.meti.go.jp/policy/competition/index.html（2014年12月4日アクセス）。
（注57）前掲注（43），前掲注（44）。
（注58） 2012年4月，新日鐵住金が，提携関係にある韓国の鉄鋼大手ポスコに対して，新日鐵
住金が保有する製造技術を不正に取得・使用したとして，不正競争防止法に基づく民事訴訟
を東京地裁に提起した事件。退職者による技術情報の漏洩事件の近時の一例である。
（注59）2015年1月14日，経済産業省産業構造審議会知的財産分科会営業秘密の保護・活用に
関する小委員会から，不正競争防止法改正のための「中間とりまとめ（案）」が公表された
（http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/chitekizaisan/eigyohimitsu/pdf/004_07_00.
pdf（2014年12月4日アクセス））。
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